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* この論文は.浅泊寓里と菊谷達弥の共著論文である Asanumaand Kikutam (1992)の日本語
版である。[但L，日本語版白脚注13)と14)は新たに挿入したもので，この結果，原論文の脚注
13)， 14)， 15)は，それぞれ， 日本語版の脚注l!;)，16)， 17)に対応することとなっている。その
他にも，脚注 1のように，注記の内容が原論文より幾分〈わL<なっている場合がある。JAsa 
numa and Kikutani (1992) の最終稿の つ前のパ ジョンは， 1990年 7月10日に，スタノ
フオ ド大学でその夏に開催された第 1回 SITE(スタシフォード理論経済学研究所)夏季ワ
クンョップの一つのセッションで報告されたのぞれよわさらに前町バージョンは， 1989年10月
14-15日に筑波大学で開催された理論 計量経済学会年次大会で報告された。最終稿に至る過程
で，ポ ルーミルグローム，ジョン田 U パ-'J，青木昌彦，情藤秀史，尾高埠之助，岡崎敬子，





























































A1tshuler et al. (19制)も。まずこ Coleand Yakushiji (1984) も， 日本の主要自動車メーカーが
共通して他国のライバル メーカーに対して持っている競争上の優位点の一つはメーカーとサプ






を強調 Lている。孟わ 般性の高い文脈において， ミルグロ ムとロパーツ Milgromand 










1960年代に入ると， しt:.~ 、に重要性を減じて行き. 1960年代の終わりまでには重要牲を告たったと
いう見解に立っているように思われる。しかLr二重構造」論の影響は. 1970年代初期官過ぎた
後も. !.郎、慣性をもって長〈残存した。これに関連するーつの占につき 脚注 6)も参照してほ
しい。




















































7) ニの点に閑L.，もう少Lくわしい議論が行われている論文として， Aoki (1984b)も参照せよ。
また，日本のメーカ、ーと骨プライヤーとの関係に関する菅木のもっと近年の言説につレては，
Aoki (1988， 1990)を見よ。















































を犯している。第2に. (A 2) も (A3) も，次のような含意を含んでいる。
それは，衛星型サプライヤーに関しては. RSHは，誤った予測を与えるとい






要するに，一つの全体として見るとき. (A 2)および (A3)は. R SH 
に対する対立仮説となっている。それゆえ，われわれは (A2) と (A3) と
を結合し，これを「リスク吸収仮説 (TheRisk Absorption Hypothesis) Jと






論文 Kawasakiand McMillan (1987)である。かれらは，浅沼が報告したも
ろもろの事実発見から刺激を受けつつ， つのプワンシパル・エージェント・
モデルを導出した。このモデルは，ホルムストロームとミルグロームの共同論














































10 (206) 第 151巻第4・5・6号


























中核企業 I~よるサプライヤーのリスクの吸収 (207) 11 
中核企業の最適支払L、関数は，次式で表わされるo

















は貨幣額で測れるものとし， ζ の額を h(1;)と書こう。この額は下請け企業の
粗利潤の中から支払われるものとし，また次のような収穫逓減の性質を示すも
のとする。すなわち，ある 0>0について，












c=δ(1一白) ( 4 ) 
下請け企業の利潤の分散を s'で表わそう。乙れにつき，次の関係が存在す
る。


















10) インセンティプ効果についてのこの説明の仕方については.Aoki (1988). p. 213を参回せよG
































































































































トヨタ 日 産 "7 ';Jダa 三菱自工 本田技研 b
衛星型サプライヤーの 172 161 176 338 331 平均数 11978-19871
年平均退出企業数! 1.5 2.0 2. 0 8.1 25. 9 11978-1987) 

























ln(l!<日 1)=ao+a，ln(l/，σ2) +a2X2+a，x，+向X.十a，x+ε(8 ) 







川崎とマクミランの論文 Kawasakiand McMilIan (1987)の中の表3は，



























ため，われわれは， Asanuma (1989) によって基本的なアイデアが用意され
20 (216) 第 151巻第4・5・6号

































それぞれ (Xa，Ya， Za) と (Xh，Yb， Zb) によって与えられたとしよう。もし前者
が後者よりもベクト jレの順序づけの意味で大きかったとしたら，そのとき，




級の三つの領域に分割し，これに対応して. IMPl. IMP2.および IMP3の
3個のダミー変数を導入する。もし，あるサプライヤーとその主要生産物が上
(中，下)級領域に属していれば. IMPl (IMP2. IMP3)の値として lを割
付け.他の二つのダミー変数には，値として 0を劃り付けることにする。どの




















1 r il N V ~ 咽 主導性を発揮する程度
貸与図の部品 承認図の部品 市販品
リスク回避度の代理変数











=(晶I(日ー1)}π十b十{日'/(a-l)}h(c). ( 9 ) 



















客を多様化することを余儀なくされてきたとする。 ζのとき， (A 2)および






13) Joumal of the Japanesf and lnternaz岡田/EconomieJ， Vol. 6に発表Lたわれわれの原論文1:は!
川崎とマクラミノがh として「下請け企業自身により調達される材料の比率」を用いたと響い
てあるが，これは誤記である。












































表2 中核企業別に見た衛星君!叶ブライヤ一群全体の G の平均と分散
中核企業の名称
トヨタ 日産 マツダ 三菱自ユ
標本中の衛星型のサプライヤーの数 96 75 87 97 
αの平均値 0.9061 0.9133 0.9081 0.9031 
eの分散 0.0056 0.0043 0.0057 0.0052 






















である。第 2に， JI崎と7 クミランの論文の中の表2は，かれらの実証的な検
表3 リスク回避度の推定値
中核企業の名称
係数の トヨタ 日 産 マツダ 三菱自ユ推定値
(，¥!2)XIO' 0.8299 *本 O. 7302事* 0.8214 ** l. 339** 
(6.913) 00.05) (8.268) (9.539) 
h 
39689 ** 46104 *ホ 43794 *ホ 29121 ** 
(6.070) (5. 526) (6.060) (6.195) 
Adj. R' 0.8038 0.8478 0.8615 0.8569 
J主 k(})単位は10万円。
*事 lパー セント水準で有意。






(ケー ス 1) A = coexp( -c，z) (12) 
(ケー ス 2) A=do十d/z. (13) 
われわれは，まず(12)あるいは(13)を(1)に代入することによって」を消去
した。次に， μとs'に関するデータを使い，また zの値としては従業員数を
用いて，最尤法により (Co，C)， k) と (do，d" k) を推定した。この作業から
















28 (24) 第 151巻第十 5.6号
表4 リスク回避度の推定値指数関数ー(12)式ーの場合
中核企業の名称
係数の トヨタ 日 産 "'7 ，')ダ 三菱自1推定値
c， X 10 3.5283 • o. 7975本 0.0287 • 5.3460' 
(9.920) (5.809) 110.208) (6.904) 
C， X10 2.3498ネ O. 1369 1. 7880' 3.3110本
(13.077) (0目0529) (12.001) (9.265) 
定 27557 • 45423 • 31711 • 21377本
15.090) (4.035) 15.186) (4.234) 
Adj. R' 0.9092 0.8464 O. 9370 0.8899 
日一 hの単位は10万円。
* 5パーセント水準で有意。










































中核企業によるサプライヤー のリスクの吸収 (225) 29 
ln (1/Iα一1)=ao十adn(lIlσ')+a，NUM
+a，SPEC+a，IMPl +a5IMP2十e. (14) 




ln (1/I白ー 1)=bo+b，ln(1/，σ2) + b，ln (1.え)
+んIMP1十b51MP2+ε (]5) 




表 6 ブリ〆シパルとエージェントのモデルの検証 (]4)式の場行
独立変数
ao 









































O. 1203ホ O.2889 *. 





0.2398 0.4102 * 
(1. 201) (2.080) 
0.1711 0.1705 
30 (226) 第 151巻第4・5・6号
表7 プリンシパルとエージェントのモデルの検証 指数関数 (15a)式の場合
独立変数
仇
log (1 Iσ， ) 
































-6.282' -3. 628" 
(-1. 989) (-3.337) 
0.1221 .， 0.1502 
(2.989) (4.129) 
0.6925 0.7395キ
(1. 624) (2.283) 
O. 6427本*05218**
(3.013) (2.393) 
0.3512 * 0.4247' 
(1.643) (2.085) 
O. 1258 O. 1167 











•• 0.3934 (8.733) 












































中核企業によるサプライヤーのリスクの吸収 (227) 31 
規模zの指数関数で表わされうるものと仮定した。それから，表4で与えられ





















































中棺企業によるサプライヤーのリスクの販収 (229) 33 
の場合に限られることである。





調整されたt値を計算した。表 3および表 6ー 表 8の中の推定値の下の括弧内
に示してあるのは，これの値である。この調整を行っても，推定値の中の相当
部分は有意性を保つことがわかった。いくつかの場合には，ホワイトの意味で
調整された I値の方が，通常の t値一ーその値は Asanumaand Kikutani 














16) Journal of the Japan四eand lnternat;onal E同nomles誌にわれわれが投稿した最初のパージョ
ンに対して. 1人の匿名のレフェリ が，この問題を指摘し，誤差項の分散の不均一性の下でも
整合性主持つ「ホワイトの意味で爾監された r値 (White-adjustedt statistics) Jを使うニ ι古
示唆された。この御教示に感謝する。



























17) この点については，ジョン・マクミラン John McMillanの指摘に負っている。





計算した。 6個のクラスとは， (SPEC， IMPl)， (SPEC， IMP2) ， (SPEC， 













































































38 (Z34) 第 151巻第4.5.6号
昇)の局面で認識する内製の機会費用の低下(上昇)によって説明できるもの
である。
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